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社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会建築物エネルギー消費性能基準等小委員会、 

総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会省エネルギー小委員会 

建築物エネルギー消費性能基準等ワーキンググループ及び 

中央環境審議会地球環境部会住宅・建築物の脱炭素化に関する専門委員会 

合同会議（第６回） 

令和３年１１月４日 

 

 

【事務局】  本日はお忙しい中、御出席いただきまして、誠にありがとうございます。

私は、事務局を務めさせていただきます、国土交通省住宅局参事官付の○○でございます。

よろしくお願いいたします。 

 本日は、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、ウェブ会議による開催と

しております。 

 委員の皆様は、原則としてカメラをオンにしたままでお願いいたします。また、マイク

はミュートとしていただき、御発言の際にマイクをオンにしていただきますようお願いい

たします。 

 資料は、事前に電子データで委員の皆様にお送りさせていただいております。お手元に

御用意ください。 

 また、本日はウェブで生中継しており、傍聴の方がおられますので、よろしくお願いい

たします。 

 また、資料及び議事録については、インターネット等において公開することとし、議事

録は、委員に御確認をいただいた上で、委員のお名前を伏せた上で公開させていただきま

す。あらかじめ御了承ください。 

【事務局】  同じく事務局の国土交通省住宅局参事官付の○○です。 

 それでは、開会に先立ちまして、お手元にお配りしております資料の確認をさせていた

だきます。お手元の配付資料一覧にございますように、資料１－１、経済産業省総合資源

エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会省エネルギー小委員会建築物エネル

ギー消費性能基準等ワーキング委員名簿でございます。資料１－２、国土交通省社会資本

整備審議会建築分科会建築環境部会建築物エネルギー消費性能基準等小委員会委員名簿で

ございます。資料１－３、環境省中央環境審議会地球環境部会住宅・建築物の脱炭素化に



-2- 

 

関する専門委員会委員名簿でございます。 

 資料２、合同会議等の検討事項と進め方について、資料３、住宅・建築物の省エネルギ

ー対策に係る最近の動向、資料４、①都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素

建築物の認定基準の見直しについて、資料５、参考として②建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律に基づく誘導基準の見直しについて、資料６、参考として③住宅の品

質確保の促進等に関する法律に基づく住宅性能表示制度におけるＺＥＨ水準を上回る等級

について。あとは参考資料となります。 

 資料４から６にありますように、本日、議題が３つございます。それぞれの所管が異な

るため、議題に応じて３つの会議をそれぞれに開催いたします。本会議は、経済産業省、

国土交通省、環境省の３省合同会議です。資料４が３省合同会議の議題となりますので、

資料５と６は参考とさせていただいております。 

 資料の説明につきましては以上です。欠落等がございましたら、事務局までお申しつけ

ください。よろしいでしょうか。 

【事務局】  続きまして、委員の御紹介をさせていただきます。 

 初めに、総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会省エネルギー小

委員会建築物エネルギー消費性能基準等ワーキンググループの委員について、事務局を務

めさせていただきます資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課の

○○より御紹介をさせていただきます。 

 まず、早稲田大学理工学術院創造理工学部教授、○○座長でございます。 

 東京理科大学名誉教授、○○委員でございます。 

 地方独立行政法人北海道立総合研究機構理事、○○委員でございます。 

 続きまして、株式会社住環境計画研究所主席研究員、○○委員でございます。 

 千葉工業大学創造工学部建築学科教授、○○委員でございます。 

 一般財団法人日本エネルギー経済研究所常務理事、○○委員でございます。 

 本日は、そのほか、オブザーバーといたしまして、６団体の方々に御参加いただいてお

ります。 

 団体名を御紹介させていただきます。一般社団法人日本電気工業会様、一般社団法人日

本ガス協会様、一般社団法人日本冷凍空調工業会様、電気事業連合会様、一般社団法人日

本建材・住宅設備産業協会様、そして、石油連盟様でございます。 

【事務局】  次に、社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会建築物エネルギー消費
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性能基準等小委員会の委員の御紹介をさせていただきます。 

 慶應義塾大学理工学部システムデザイン工学科教授、○○委員でございます。 

 一般財団法人日本建築センター参与・建築技術研究所副所長、○○委員でございます。 

 先ほど御紹介させていただきました○○委員につきましては、本委員会の委員長、○○

委員につきましては、本委員会の委員を兼任いただいております。 

 なお、○○委員、○○委員につきましては、本日は御欠席でございます。 

 本日は、そのほか、オブザーバーといたしまして、７団体の方々に御参加いただいてお

ります。 

 団体名を御紹介させていただきます。 

 一般社団法人不動産協会様、一般社団法人日本建設業連合会様、全国建設労働組合総連

合様、公益社団法人日本建築士会連合会様、一般社団法人住宅生産団体連合会様、一般社

団法人日本建築士事務所協会連合会様、公益社団法人日本建築家協会様です。 

【事務局】  次に、中央環境審議会地球環境部会住宅・建築物の脱炭素化に関する専門

委員会の委員について、事務局を務めさせていただきます環境省地球環境局地球温暖化対

策課地球温暖化対策事業室の○○より御紹介をさせていただきます。 

 まず、東京大学生産技術研究所エネルギーシステムインテグレーション社会連携研究部

門特任教授、○○委員です。 

 大阪大学大学院工学研究科教授、○○委員です。 

 また、既に御紹介させていただきました○○委員につきましては、本委員会の委員長を、

○○委員、○○委員につきましては、本委員会の委員を兼任いただいております。 

【事務局】  続きまして、事務局の紹介をさせていただきます。 

 経済産業省資源エネルギー庁の○○省エネルギー課長でございます。 

 環境省地球環境局の○○地球温暖化対策課長でございます。 

 国土交通省住宅局の○○参事官でございます。 

 では、議事に入ります前に、経済産業省○○課長、環境省○○課長及び国土交通省○○

参事官より順次御挨拶申し上げます。 

 ○○課長、よろしくお願いします。 

【事務局】  おはようございます。経済産業省省エネルギー課長の○○と申します。 

 本ワーキンググループの議論を通じまして、住宅・建築物の省エネ性能における、２０

５０年のカーボンニュートラルに向けた検討が進むことを期待しております。よろしくお
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願いいたします。 

【事務局】  環境省の○○です。今、COP26が18日に終わりましたけれども、それに間に

合うような科学力・技術力の向上・温室効果ガスの削減に向けたライフスタイルの長期戦

略を検討して参ります。建築物分野については、検討会の取りまとめを踏まえ様々な施策

に取り組んでいくところでございます。 

【事務局】  ありがとうございます。 

 ○○参事官、よろしくお願いします。 

【事務局】  国土交通省の○○と申します。○○議長はじめ、皆様方には、日頃より大

変お世話になっております。 

 御承知のように、８月にあり方検討会の取りまとめの方向性をいただきまして、それを

踏まえまして、国交省のほうにおきましても、社会資本整備審議会というのを１０月から

再開しまして、実際の法案に向けた議論を始めているところでございます。 

 今回はその一環でございますけれども、日程が２回とタイトでありますし、合同部会と

いうことで、非常にお世話になりますけれども、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

【事務局】  ありがとうございました。 

 それでは、この後、議事のほうに入らせていただきますが、社会資本整備審議会建築分

科会建築環境部会建築物エネルギー消費性能基準等小委員会の○○委員長に、３省合同会

議の議長をお願いしたいと思います。 

 それでは、○○議長、よろしくお願いします。 

【議長】  ありがとうございます。おはようございます。委員の皆様には、大変お忙し

いところ御出席をいただきまして、ありがとうございます。 

 それでは、ただいまから、総合資源エネルギー調査会の建築物エネルギー消費性能基準

等ワーキンググループ、社会資本整備審議会の建築物エネルギー消費性能基準等小委員会、

中央環境審議会の住宅・建築物の脱炭素化に関する専門委員会の第６回の合同会議を開催

させていただきます。 

 本日の議題は、都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物の認定基準の

見直しについて、いわゆるエコまち法に基づく低炭素建築物の認定基準の見直しについて

でございます。 

 本件は、先ほどお話がございましたように、２０５０年カーボンニュートラルの実現や、
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２０３０年において温室効果ガスを２０１３年度から４６％削減するといった目標に向け

て基準の見直しを行うものでございます。総理もＣＯＰ２６に、日帰りでも現地まで行か

れたということから分かるように、非常に重要なものですので、皆様、ぜひ御協力をお願

いしたいというふうに思います。 

 それでは、まず、資料２、合同会議等の検討事項と進め方について、事務局より御説明

をお願いいたします。 

【事務局】  資料２の説明をいたします。 

 合同会議等の検討事項と進め方についてです。１、目的です。我が国は、２０５０年カ

ーボンニュートラルの実現、また、２０３０年度において、温室効果ガスを２０１３年度

から４６％削減することを目指すと宣言いたしました。また、本年１０月に閣議決定され

た地球温暖化対策計画等において、住宅・建築物分野について、２０５０年の目指すべき

姿を示しつつ、２０３０年度に、新築についてＺＥＨ・ＺＥＢ水準の省エネ性能が確保さ

れること、新築戸建住宅の６割に太陽光発電設備が導入されることを目指すこととされま

した。こうした状況を踏まえて、住宅・建築物の省エネルギー性能等に係る基準を整備す

る必要があることから、合同会議で検討いたします。 

 ２、検討事項です。住宅・非住宅の省エネルギー性能に係る次の基準の見直しというこ

とで、１つ目、都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物の認定基準の見

直しについて、２つ目、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく誘導基

準の見直しについて、３つ目、住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく住宅性能表

示制度におけるＺＥＨ水準を上回る等級についてになります。 

 先ほど一部触れましたが、３の検討体制です。１つ目の基準につきましては、経済産業

省、国土交通省、環境大臣が定めるものとされていることから、経済産業省、国交省、環

境省の３つの会議の合同の会議、３省合同会議により検討を行います。御参考までに、２

つ目の基準につきましては、経済産業省令・国土交通省令で定めるものとされていること

から、経済産業省、国土交通省の２省の合同会議で検討を行います。３つ目の基準につき

ましては、国土交通大臣が定めるものとされていることより、国土交通省の会議で検討を

進めていきたいと考えています。 

 検討の進め方、次のページをお願いします。１１月４日は、３省合同会議、２省合同会

議、国交省の会議と、それぞれ３つ連続での会議になります。引き続き１１月２４日に再

度３省合同会議、２省合同会議、国交省の会議を開催させていただきます。その後、パブ
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リックコメントを経まして、１月頃に社会資本整備審議会建築分科会環境部会への報告を

させていただいて、３月頃に公布ということを目標のスケジュールとして進めたいと思っ

ております。 

 スケジュールにつきましては、以上です。 

【議長】  ありがとうございました。ただいま事務局より御説明のありました検討事項

と進め方について、何か御質問等あれば、御発言をお願いしたいと思います。いかがでし

ょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、資料２のような形で進めさせていただきたいと思います。 

 引き続き事務局から、資料３、住宅・建築物の省エネルギー対策に係る最近の動向、資

料４、都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物の認定基準の見直しにつ

いて御説明をいただき、そこで質疑をさせていただきたいと思います。よろしくお願いし

ます。 

【事務局】  それでは、資料３の説明をいたします。住宅・建築物の省エネルギー対策

に係る最近の動向についてでございます。 

 １ページ、直近の動きといたしましては、令和２年１０月２６日になされました菅前内

閣総理大臣の所信表明演説で、２０５０年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロに

する、いわゆる２０５０年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すという宣言

がなされました。 

 続きまして、令和３年４月２２日ですが、気候変動サミットで同じく菅前総理におきま

して、２０３０年度において、温室効果ガスを２０１３年度から４６％削減することを目

指すとされています。 

 令和３年１０月２２日の閣議決定の中では、エネルギー基本計画、地球温暖化対策計画、

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略の３つの閣議決定がなされました。その中で

は、２０３０年度以降新築される住宅・建築物について、ＺＥＨ・ＺＥＢ水準の省エネル

ギー性能の確保を目指し、整合的な誘導基準を設定すること、また、２０３０年において、

新築戸建住宅の６割に太陽光発電設備が設置されることを目指すといったことが、政府の

計画に位置づけられているところです。 

 ２ページをお願いします。新たな地球温暖化対策計画における削減の目標でございます。

円グラフの中にありますように、６,２４０万キロリットル原油換算相当の削減率を今回

求めることとしており、平成２８年５月の削減目標、左下の欄にありますが、５,０３０万
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キロリットル程度というところから、おおむね２割ほど削減目標が引き上げられました。

これに対しまして、住宅・建築物分野の削減目標につきましても、おおむね２割ほど引き

上げられているというのが現状でございます。 

 ３ページをお願いします。脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検

討会についての説明をいたします。２０５０年カーボンニュートラルに向け、２０３０年、

２０５０年を見据えた住宅・建築物における取組ということで、国土交通省、経済産業省、

環境省は３省合同で有識者等から成る検討委員会を設置して、今年度の４月から８月にか

けて議論をしてまいりました。 

 ４ページをお願いします。そのあり方検討会の中での進め方の、あり方・進め方の概要

でございます。１番、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた基本的な考え方と

いうところで、２０５０年に目指すべき住宅・建築物の姿ということで、省エネに関して

はストック平均でＺＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の省エネ性能が確保されること、導入が合理

的な住宅・建築物における太陽光発電設備等の再生可能エネルギー導入が一般的となると

いったところを目指し、２０３０年に目指すべき住宅・建築物の姿として、新築される住

宅・建築物については、ＺＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の省エネ性能が確保されること、再生

可能エネルギーについては、新築戸建住宅の６割において太陽光発電設備が導入されると

いうことが、取組として位置づけられております。 

 ５ページをお願いします。あり方・進め方の概要ということで、具体的な内容につきま

して説明いたします。今回の議論に関係するところを、赤色の文字にさせていただいてお

ります。３つございます。左上の家庭・業務部門における②省エネ性能のボリュームゾー

ンのレベルアップの取組ということで、建築物省エネ法に基づく誘導基準や長期優良住宅、

低炭素建築物等の認定基準をＺＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の省エネ性能に引き上げ、整合さ

せるということが記載されております。こちらは本日の議題の１つ目と２つ目に関係する

ところでございます。 

 右側、エネルギー転換部門、太陽光発電の活用というところで、低炭素建築物の認定基

準の見直しということで、再エネ導入ＺＥＨ・ＺＥＢの要件化ということが記載されてお

ります。こちらが１つ目の議題に関することでございます。 

 左側の下側にある赤文字です。より高い省エネ性能を実現するトップアップの取組とい

うところで、住宅性能表示制度の上位等級として多段階の断熱性能を設定する。こちらは

本日の議題の３つ目に関するところでございます。 
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 ６ページをお願いします。あり方検討会で議論されたスケジュール感に落とし込んだロ

ードマップというところでございます。非常に文字が小さくて恐縮ですが、今回は説明を

割愛させていただきます。 

 続きまして、資料４の説明をいたします。資料４は、今回、この３省合同会議について

の議題でございます。都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）に基づく低炭素

建築物の認定基準の見直しでございます。 

 非住宅において求める省エネ性能についての案でございます。ＺＥＢの取組を推進する

観点から、エコまち法に基づく低炭素建築物認定基準において求める省エネ性能を、ＺＥ

Ｂ基準相当のＺＥＢ Ｏｒｉｅｎｔｅｄ相当の省エネ性能に整合させるというものでござ

います。左側が現行の基準、右側が改正案でございます。赤色のハッチが、エコまち法の

低炭素建築物の認定基準になります。現行は、ＢＥＩの基準で０.９、外皮の基準でPAL*の

適合が求められています。改正案は、用途に応じてＢＥＩは０.６又は０.７、PAL*の適合

については求めないということでございます。 

 下側に、参考にＺＥＢ Ｏｒｉｅｎｔｅｄ相当の省エネ性能が記載されておりますが、

用途に応じてＢＥＩが０.６、０.７、PAL*の適合については求めないというものでござい

ます。 

 御参考までに、ＺＥＨ、ＺＥＢの考え方につきましては、参考資料に掲載しております。

詳細の説明は今回割愛させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 続いて、住宅において求める省エネ性能でございます。同じく赤色のハッチが低炭素建

築物の認定基準でございます。上側が現行、下側が改正案でございます。現行は、ＢＥＩ

が０.９、外皮基準につきましては、建築物省エネ法の省エネ基準と同等の性能が求められ

ているところでございます。改正案は、一次エネの水準を、ＢＥＩが０.８、外皮基準は、

強化外皮基準を求めるとさせていただいています。 

 ３ページをお願いします。低炭素建築物におきましては、先ほどまでの省エネ性能とは

別にその他の認定基準の要件がございます。ＺＥＨ・ＺＥＢの取組を推進する観点から、

太陽光発電設備の設置を要件化し、従来の選択項目のうち１以上の項目に適合するものと

するということの御提案でございます。 

 ３ページが現行の基準でございます。現行の基準では、第１または第２のいずれかに適

合することということにされております。第１は、１から８のうち２以上の項目に適合す

ること、第２は、建築物の総合的な環境性能評価、ＣＡＳＢＥＥ等に基づき、標準的な建
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築物と比べて低炭素化に資する建築物として、所管行政庁が認めるものとなっております。 

 第１につきましては、１から８のうちの２以上の項目に適合することとして、１、節水

に関する取組、２、雨水・井戸水の利用に関する取組、３、エネルギー管理に関する取組、

４、太陽光発電設備等の再生可能エネルギー発電設備と連系した蓄電池の設置、５、ヒー

トアイランド対策に関する取組として、緑化ですとか水面等の割合といったこと、６、日

本住宅性能表示に定める劣化対策等級の３に該当する措置、７、木造住宅または木造建築

物、８、高炉セメントまたはフライアッシュセメントを構造上主要な部分に使用するとい

った要件でございます。 

 改正の案では、第１または第２のいずれかに適合するというのは、従前と同じであり、

第２の総合的な環境性能に基づき所管行政庁が認めるというのは、従前のとおりでござい

ます。 

 第１を、（１）及び（２）のいずれにも適合することということで細分化させていただい

ております。（１）で、太陽光発電等の再生可能エネルギーを導入することということを位

置づけた上で、（２）、１から８のうち１以上の項目に適合することとして、１から８の選

択項目は従前のままでございます。 

 （１）の太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入に関して、住宅の戸建・共同、非住

宅と、少し考え方を変えてございます。共同住宅や非住宅といった、高層化されることが

想定されるものにつきましては、再生可能エネルギーを導入することということにさせて

いただいております。住宅の戸建につきましては、建築物に係るエネルギーの使用の合理

化の一層の促進のために誘導すべき基準に基づき、当該建築物の省エネ量と創エネ量の合

計が、各設備の基準一次エネルギー消費量の合計の２分の１以上となることとさせていた

だいております。こちらにつきましては、本来、ＺＥＨでは、省エネと創エネの合計が基

準一次エネルギー消費量の合計の１００％、１となるところを、ここは２分の１以上とい

うことで、住宅で消費するエネルギーの２分の１以上を省エネと再生可能エネルギーで賄

うことを位置づけさせていただきたいと思います。 

 ５ページをお願いします。共同住宅における評価単位の取扱いについてです。ＺＥＨの

取組を推進する観点から、外皮基準は単位住戸、一次エネルギー消費量は住棟全体で評価

を行うこととして、ＺＥＨの評価単位と整合させるというものです。現行では、低炭素建

築物の認定基準、一次エネルギー消費量基準におきましては、単位住戸、または住棟の評

価となっています。住棟の評価の中では、単位住戸の合計または単位住戸の合計に共用部
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を足したものの評価を選択することができます。 

 改正案は下側ですが、一次エネルギー消費量基準は住棟の評価とし、単位住戸の合計プ

ラス共用部という評価をすることとさせていただいております。 

 その他の要件におきまして、太陽光発電設備を設置することというようなことを要件化

することを御提案させていただいておりますので、屋根や屋上といった共用部に設置され

ることとなると思います。その場合、住棟全体での評価ということにしてはどうかという

御提案でございます。これは、集合住宅のＺＥＨでありますＺＥＨ－Ｍの評価単位とも整

合するという形になっております。 

 資料の説明は以上でございます。 

【議長】  どうもありがとうございました。 

 ただいまの事務局の御説明について、御質問、御意見等いただきたいと思っております。 

 本日の御欠席の○○委員より御意見を頂戴しておりますので、先に事務局から御紹介を

お願いいたします。 

【事務局】  ○○委員からのこの議題に関するコメントについて御紹介させていただき

ます。 

 エコまち法の見直しについて。今後建築物で普及すべき太陽光発電について、設置を促

す具体的な取組となる見直しとなっているので、よいかと思う。これまで示されてきた８

つの項目について、これらが低炭素建築物の実現に対して重要な技術だということを示す

メッセージとなるので、要件として引き続き維持されるのは重要だと思う。 

 以上でございます。 

【議長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、改めて、先ほどの事務局の御説明に関して、御質問、御意見を含め、御発言

をお願いしたいと思います。 

 それでは、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  ありがとうございます。 

 今、○○委員からもありましたように、太陽光発電を要件とするようなところ、非常に

いいと思うのですけれども、１つだけちょっと気になっているのが、非住宅の建物で、外

皮基準を今回要件から外すということなのですが、今から建って、多分、２０５０年まで

くらいに建つ建物というのは、一度設備改修等入ると思いますので、そういう場合にはそ

こで最新の技術に入るということになりますが、外皮だけは恐らく今建ってしまったもの
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が２０５０年まで継続するというふうに考えたときに、２０５０年までに続く外皮の性能

というのを外してしまうということが、何か間違ったメッセージを送らないかなというこ

とを気にしております。 

 私がすこし関わりました自治体の検討でも、この基準は九十数％ぐらいの達成率がある

というふうに聞いておりますので、例えば、用途によって達成が難しいようなものがある

のであれば、それをまた教えていただきたいのですけれども、そういう用途別にＰＡＬ基

準を残すとか、何かそういう工夫ができないかというふうに思いました。 

 以上でございます。 

【議長】  どうもありがとうございます。 

 ちょっと順番前後するかもしれませんが、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  ありがとうございます。御説明ありがとうございます。現段階で求めら

れているのは大変な変革かと思います。今、いくつか懸念すべき点があるように思います

ので、よりよい基準となるようにという観点から、申し上げたいと思います。 

 １つは、今、○○委員がおっしゃった外皮基準のことですね。資料の４とか５のページ

１の表ですけど、PAL＊を求めなくするというのは、これは懸念がありまして、ＢＥＩのほ

うは計算上の話、これは水準を上げていくというのは結構なのですが、PAL＊、ＢＰＩを求

めないというのは、建築物の省エネ基準なのに、建築本体について省エネ性能を問わない

ということになりますので、これは大きな違和感があります。 

 実際にこれをやりますと、説明で計算の負荷が大きいというようなことも伺ったのです

が、私は実質的にはゼロじゃないかと思います。ＢＥＩを求めるときには、ＢＰＩまで、

計算が全部入っているわけですから、その点はクリアできるのではないかと思うのですが、

何よりＺＥＢの規定でも、室内環境の質を維持しつつという言葉があるわけですけど、外

皮基準を全く求めないということになってしまいますと、室内環境の担保が恐らく不可能

になると思います。冬は足元が寒い、冷たい、冷放射が発生する。結露、ミキシングロス

も発生するというようなことが容易に想像できますし、実際にそうなっている建物も幾つ

もあります。実験しても、実態としてもそうなります。これは、大変な懸念を持っており

ます。 

 それから、外皮性能がよくなれば、シミュレーションと実態の乖離というのは小さくな

るわけですけど、外皮性能が悪いときというのは、シミュレーション自体の意味があまり

持たなくなります。どうしても足元の寒さとか、冷放射というのは読めませんので、入力
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できませんので、そういう意味でも、外皮基準をある水準を保つということで、非常に重

要かと思います。 

 先ほど○○委員もおっしゃられたけれども、設備の寿命の短さで、設備のほうはどんど

ん更新していけばいいですけど、建築のほうは本体のほうはそうはいきませんので、そこ

がストック対策の難しさというのもあるわけですから、これ以上、難しいストックを造っ

ていかないようにということは極めて重要だと思います。 

 もっと比較的シンプルにということで言うなら、例えば、PAL＊、ＢＰＩではなくて、あ

るいは他の選択肢として、最低基準というのを設けて、これは、水準は議論あろうかと思

いますけれども、例えば、Ｌｏｗ－Ｅガラスとか、少なくとも複層ガラスを最低基準とす

る、あるいは、50mm断熱を最低基準とする。そういう最低限の確保があれば、ＢＥＩとい

うのと併せて環境も確保できて、ＣＯ２排出も削減できるという建築物が担保できるので

はないかと思います。 

 もう２つ、簡単な話です。資料４のページ４のところです。今のいくつかの要件がござ

いまして、その中の（２）の４ですかね。太陽光発電云々というので、連系した蓄電池の

設置と言われる中に、一方でＥＶの普及というのを目指しているわけですから、ＥＶの蓄

電池は、同じ容量だったら、据置き型の数分の１の価格で今購入できますし、そちらのほ

うはどんどん技術開発が進んでいますので、その時点の最新のものを更新していけばいい

わけですから、ぜひＥＶとの連系、言わばＶ２Ｈで、その逆ですけども、その設備で住宅

から太陽電池の分を、ＥＶを活用しながら充電できる設備にしていくことというのを含め

てはいかがかというふうに思います。 

 最後の、ヒートアイランドがその下、５にありますけれども、これは恐らくＣＡＳＢＥ

Ｅヒートアイランドで示されているようなヒートアイランド対策技術も含まれているのだ

と思いますが、そう理解してよろしいでしょうかということと、そのことがもっと明示さ

れるほうが、実際の選択をする上では分かりやすいのではないかと思います。 

 取りあえず以上でございます。 

【議長】  ありがとうございます。 

 それでは、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  ありがとうございます。全体の方針については、同意をしたいと思いま

す。 

 その上で、いくつか大きな考え方で大切だと考える点を共有しておきたいと思います。
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まず、今回のエネルギー基本計画で想定されています、２０３０年までのエネルギー消費

効率の向上の目標は、極めて野心的である中、特に民生部門への期待が高い点を踏まえて、

機器や建材のトップランナー基準の強化と並んで、建築省エネ基準の強化は必須であると

理解します。 

 ただし、この問題意識を、供給側だけではなく、住宅の施主を含む需要家、ユーザー側

も認識する必要があります。ＺＥＨ・ＺＥＢ基準相当の省エネ性能に整合させるという要

請が施主側にも正確に理解されなければ、コスト面の懸念などから浸透しない可能性は大

いにあり、また、最終的に数字として表れてくるエネルギー効率の向上、あるいはＣＯ２排

出量の削減として実を結ばない可能性もあると思います。需要家、消費者が進んでより高

い消費性能を取り入れるような社会的な理解の促進も、併せて進めることは必須です。断

熱材などの製品販売を見てみますと、当初の予想を上回るペースで導入が進んでいるよう

ですので、十分可能であると考えます。消費者の理解を得ることの重要性を認識し、建築

物を通じたＣＯ２排出量削減を浸透させることは大切だと思います。 

 さらに、基準を強化する際には、再エネルギーの利用拡大など、一次エネルギー消費の

内容が大きく変化していくことについても十分配慮することを忘れないこと、また、少し

内容は変わりますけれども、資料３の５ページ目の３にありました、森林の老朽化を背景

にして、森林吸収源を強化するための木材需要の拡大を念頭に、木材建築物の普及が進め

られつつある点についても配慮することをお願いしたく存じます。 

 ＣＯ２の排出削減だけでは十分ではないおそれがある中、少しでも高齢化した日本の森

林を若返らせ、森林吸収源を拡大することは重要であり、建築の上流から下流まで、その

サプライチェーン全体での低炭素化を認識するよい機会だと考えています。 

 以上でございます。ありがとうございます。 

【議長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  ありがとうございます。御説明いただきありがとうございました。 

 本日御提案いただいた水準の引上げについては、２０３０年以降に新築される住宅・建

築物に対する対応にも関わりますので、ＺＥＢ・ＺＥＨの水準に整合される点については

賛成です。 

 ただし、一次エネの評価対象となっている設備機器の組合せも、地域によっては限られ

たものとなる可能性もあり、また、地域によってはさらに外皮性能を上げるなどの対応も
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あるかと思いますので、今後の省エネ基準の段階的な引上げにもこれは関連してきますの

で、地域別の適合率ですとか、設備機器等の組合せなどについては、適宜データを取って

分析していただいたほうがよいかと思います。 

 もう一点ですが、４ページ目の（２）の内容を改めて確認しておりますと、１の節水に

関する取組のところで、ここの②だけ、現行の一次エネの評価の給湯の節湯水栓と重複し

ているように感じますので、この②のところがもし重複する機器を指しているのであれば、

項目をなくしてもよいのではないかと思いました。 

 以上です。 

【議長】  どうもありがとうございます。 

 それでは、○○オブザーバー、お願いいたします。 

【○○オブザーバー】  御説明ありがとうございました。 

 こちらから簡単に２点ほど。まず、やはりこれからＺＥＨ基準に引き上げるといった場

合に、一般の方に丁寧に説明をしていく必要があると思います。それによってやはり理解

を高めていただくということがあるので、どうしても数字だけで議論されがちなのですけ

れども、必ず数字を話すときには、それに対する例えば、新築住宅を何件想定していて、

その場合に、この数字にしたときにどの程度のエネルギーの消費が削減されるのか。ある

いはＣＯ２が削減されるのかということを、丁寧にデータとして表しながら説明する必要

があるなというふうに感じています。 

 それとあと、低炭素建築物の評価なのですけれども、やはり本当に木造というのを推進

していく上で、ここで、ただ、木造住宅であることというのがあるのですけれども、この

辺りをもう少し拡大する必要があるのではないかと思います。木造といっても、やはり地

域材を使うものと輸入材を使っているもので排出量も違いますし、この辺りをきちんと評

価することで、より木造の需要が高まっていくというふうに考えます。 

 以上です。 

【議長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、○○委員、お願いいたします。 

【鈴木委員】  ありがとうございます。まず、概略、方向については賛同いたします。 

 私のほうから２点。まず、４ページ目の再生可能エネルギー等ですけど、ＰＶというも

のが住宅において有力な手段であるということはわかりますが、特に積雪寒冷地において

は、ＰＶとは簡単にはいかない、そして屋根の工法としての様々な問題というのも少なか
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らずあると思います。 

 そういう中で、私自身は、再生可能エネルギーの「等」の部分に、それ以外のものがも

っと使えるような方向に持っていくべきだと思います。例えば、既に任意評定とかで取り

組まれてますは、地中熱であるとか、あるいはこれから有望な技術である、ただ、その資

源由来を含め慎重に考えなくてはなりませんが木質バイオマスであるとか。ただ適正に展

開するためには、ＪＩＳが整備されていないなども問題もあって、そこの部分は、３省合

同の場ですので、ＪＩＳの積極的な整備も進めるべきと思います。これらも含め、再生可

能エネルギー等の部分の「等」の充実を、ぜひ積極的に進めるべきと思います。太陽光発

電だけが再生可能エネルギーではないと、私は強く感じております。 

 もう一点は、集合住宅の評価方法です。住棟評価、住戸評価というような評価方法がこ

れまでもありますけど、特にペリーメーターゾーンというものが支配的な共同住宅におい

ては、外皮性能は非常に重要です。 

 そのときに住棟で評価してしまうと、前からもいろいろなところで指摘しているように、

中住戸というのがかなり尻抜けになってしまう。その中住戸に対して最低基準をはめて、

一定程度のノンエナジーベネフィットを保つという考え方もあるでしょうけど、原則的に

は、それは高い高みのところにどんどん行けば……。 

【議長】  少し通信状態が悪いので通信が回復しましたら、○○委員に続けていただい

て、よろしければ、○○委員、御発言いただけますでしょうか。 

【○○委員】 電力システム、また、そこの需要という視点で意見を述べさせていただき

ます。 

 今も議論出ているところですけれども、現在の議論では、太陽光発電、それもなかなか

設置場所の確保が難しく、住宅に期待されるところが大きいということで、今回の改正に

一定の内容が含まれているということだと思っております。 

 それはそうなのですけれども、住宅というものにどういうクオリティーが求められるの

かということは、需要側の基本として極めて重要なことだと思っております。そういう意

味では、既に出ています外皮基準というものをどうやって担保するのか、どういう条項に、

どういう表現をするかというところまでは、私、考えは至っておりませんけれども、その

部分を十分考える必要があると思います。 

 私の視点から申し上げますと、寒冷地であるとか、または、不幸にして停電をしてしま

う。いろいろなことが考えられます。住宅というのは最後の砦、シェルターということに
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なると思いますので、たくさん日が照るので、そこのＰＶからの電気を利用したい、また

は昼間、逆潮してこないようにためてほしいという、通常のことばかりではなくて、停電

が起こったり、または、中で生活する人に健康的なハンディキャップがあったときにそれ

をどうサポートできるのかという視点は、どうやったら満たされるのかということをもう

一回考えていただきたいというふうに思っております。 

 もう一つは、今度は需要としての視点ではなくて、電力システムから見た視点というこ

とになります。バッテリーが設置されるということは、それはそれで悪いことではないで

すけれども、そのバッテリーにどのような機能を求めるか。つまり、日が照ったときに、

自分でなるべく貯めてくださいねということが一見正しそうですが、必ずしもそうではな

いと。というのは、そのおうちで日が照っているけど、ほかは急に曇ってしまって、電気

が足りないというときには、ただためるバッテリーではなくて、足りないところに電気を

戻してくれるバッテリーというものも必要になってまいります。既に出ているように、一

回設置されれば、１０年２０年使われるものです。太陽光発電が入ったときに、電気を出

力してくれればいいというだけで設置した太陽光発電に対して、余ったときに出力を抑制

する機能をつけ忘れたというのが日本の大きな反省になっております。 

 ということなので、住宅に設置されるバッテリー、これはないよりあったほうがいい。

なんですけれども、それにどのような機能を求めるのか。全てを書き尽くすことは現在で

はなかなかできないと思いますけれども、そういう場合には、このようなことを実現する

という目的のところを割と広く書いていただいて、少しずつそのルールも改善できるよう

なしくみにしていただきたいというのが２点目です。 

 あと、この２点目の附属なのですけれども、既に御意見が出たように、ＥＶというのが

極めて重要な役割を果たしてまいります。ＥＶは、車輪とハンドルのついているバッテリ

ーだということになります。 

 １つ重要なところは、家にバッテリーがつくと、ややもすると、定期点検がなされない

で、極めて危険なバッテリーがいろいろな住宅に放置されるということも起こりがちなの

ですけれども、ＥＶの場合は車検、そういう制度がございますので、ＥＶというのは非常

に安全な蓄電の選択肢になります。 

 じゃ、住宅にバッテリーを設置するということになったら、それを安全、また、適正な

機能をどうやって確保するのか。そういうところに関しても落ちがないのかということは、

ぜひ御検討の中に含めていただきたいと思います。 
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 以上です。 

【議長】  ありがとうございました。 

 それでは、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  まずは、新築の住宅・建築物に対しての省エネ基準適合義務化、それか

ら、さらに基準の引上げの検討に当たって、建築主がちゃんと十分なメリットを感じられ

るという説明はぜひ強化していただきたいと思います。具体的には、光熱費では元が取れ

ないレベルの投資を建築主に強いることになるわけですけれども、健康とか知的生産性の、

いわゆるウェルネスの便益をもう少し建築主側といいますか、あるいは国民全体に広報し

ていく。そのための基礎的なデータづくりのための予算確保とか、そういったことを、国

土交通省、あるいは経産省、環境省共に連携してやっていただきたいということでありま

す。 

 もう一点は、既存の住宅建築物こそ、早期に脱炭素のリノベーションを促進していかな

いと、数値目標の達成は無理だということは明らかでありますので、既存建築物の対策推

進という点でも、先ほど申し上げた光熱費以外の便益の見える化というところは重要な点

かと思います。 

 以上です。 

【議長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  ありがとうございます。今まで皆さんから出た意見と重複する部分もあ

ると思いますけれども、低炭素建物の認定基準が具体的に１０％とか２０％というような

数字が示されておりますが、この１０％を達成するとどのぐらいのＣＯ２削減に寄与でき

ることを期待して数値設定しているのかなど、解説とかガイドみたいなものをぜひつくっ

ていただきたいなというお願いです。 

 以上です。 

【議長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、オブザーバーの○○様、よろしくお願いいたします。 

【○○オブザーバー】  ありがとうございます。 

 省エネ基準の適合基準の前に、まず、低炭素建築物の認定基準、あるいは誘導基準の引

上げがあって、その先は２０３０年の義務基準ということだと思いますけれども、この認

定基準、誘導基準の引上げについては基本的に賛成いたします。 
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 しかしながら、その先に義務基準を設定していく際、用途ごとに適切な基準値の引上げ

を検討いただければと思います。というのは、用途によって達成される認定や誘導の、達

成の相違が出てくるのではないかと思っておりまして、そういう意味でも、今申し上げた

ようなことをこの先検討していただければと思います。 

 それから、共同住宅の一次エネルギー消費量の評価単位、これを住棟全体で行うことに

賛成いたします。 

 一方、外皮基準は単位住戸であるということですので、マンションは戸建住宅と異なり

まして、ＲＣ造、内断熱、タイル張りが一般的で、最上階の妻側などの最不利住戸では達

成が難しい状況もございます。現状の共同住宅の評価では、住戸間でやり取りされる熱が

単に失われるという計算になっており、低く評価されていると考えられますので、この先

検証、検討いただければと思っております。 

 以上になります。 

【議長】  どうもありがとうございます。 

 現在手が挙がっている方々はここまででございますけれども、よろしいでしょうか。 

 それでは、幾つか質問がありましたので、事務局のほうからお願いをいたします。 

【事務局】  事務局から、いただいた御指摘についてコメントさせていただきます。 

 まず、○○委員から、PAL*について引き続き残したほうがいいのではないかという趣旨

の御指摘を頂戴しました。また、達成しづらい用途などがあれば御紹介をということでご

ざいました。 

 まず、達成しづらい用途といたしましては、商業建築や飲食店などについて、達成が厳

しいという状況にございます。 

 引き続き残すべきではないかというところにつきましては、事務局といたしましては、

先般のあり方検討会の取りまとめにおきまして、ＺＥＨ・ＺＥＢの取組の拡大に向けて、

各種制度における要求水準を整合させて、誘導基準として明確化すべきだという御指摘を

頂戴しておりまして、こういった方針に基づいて、ＺＥＨ・ＺＥＢという形で分かりやす

く取組を拡大するという観点から、建築物省エネ法の誘導基準や低炭素建築物の認定基準

についてはＺＥＢの省エネ基準と整合させる、つまりは、PAL*は求めないことにしてはど

うかという御提案をさせていただいてございます。 

 また、先ほど○○委員からもありましたけれども、２０３０年度に、今のこの議論して

いただいている誘導基準について、省エネ基準を義務基準としてそれを設定していくとい
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う、かなり野心的な目標を打ち出していることもございまして、しっかりと目標をＺＥＢ

という形で統一化して取組を加速化する必要があるのではないかというふうに考えている

ところでございます。 

 一方で、多くの委員からも御指摘をいただいたように、建築設計を行う上で、建築物の

省エネ性能を意識した設計を行うことが必要だという御指摘もございまして、また、そう

いった観点は重要だと思いますので、こういった外皮の省エネ性能について、何らかの尺

度として残していけないかということは、御指摘いただいた点も含めて検討させていただ

きたいと思ってございまして、義務基準や今回の誘導基準という形ではなくて、何か別の

形で外皮性能を位置づけることができないか、また、どういった形で位置づけるかについ

ても含めて十分に検討させていただいた上で、改めて御相談をさせていただければという

ふうに考えてございます。 

 続きまして、○○委員から御指摘を頂戴いたしました。１点目は、ただいまと同様、PAL*

についての御質問でしたので、コメントは割愛させていただきます。 

 ２点目につきまして、資料４のところについて、蓄電池については、据置き型だけでは

なくて、電気自動車について推進するというような考え方もあっていいのではないかとい

うことでございましたけれども、本制度におきましては、あくまで住宅・建築物の性能と

いうことで、ストックとしてしっかりと将来にわたって性能の高い住宅・建築物が残され

るものという観点で取り組ませていただければと思ってございます。電気自動車、ＥＶの

推進につきましては、経済産業省でいろいろな取組が行われていると思いますので、もし

何かありましたら、経済産業省からもコメントをいただければと思います。 

 ３点目は、ＣＡＳＢＥＥヒートアイランドの件についてでございましたけれども、ＣＡ

ＳＢＥＥに基づき地方公共団体が認定をするに当たっては、ヒートアイランドのことも踏

まえた認定がなされるものと考えてございます。 

 続いて、○○委員から御指摘をいただきました。１点目は、こういった取組を進めてい

くに当たっては、施主側、需要者側、消費者側の理解が非常に重要だということでござい

ました。こちらについては、全く私どもも同じ考えでございまして、しっかりと周知をし

ながら進めていければというふうに考えてございます。 

 続いて２点目については、木材の需要拡大についてもしっかりと取り組んでいく必要が

あるのではないかという点でございました。この小委員会の中では、そこまで広範な議論

はできてございませんけれども、並行して議論させていただいております社会資本整備審
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議会建築分科会の中では、木材の需要拡大を通じた脱炭素社会の実現に向けて、建築基準

の見直しについても並行して議論させていただいているところでございます。 

 また、基準ということではありませんが、こういった建築物・住宅における木材の利用

拡大につきましては、支援制度などにつきましても、様々な取組をこれまでも講じてきて

いますし、来年度に向けてもさらにその取組を拡大していくべく検討を行っているところ

でございます。 

 続いて、○○委員からいただいた御指摘、１点目については、今後、こうした取組を進

めていく上では、地域別の適合状況についても、しっかりとデータを取って分析しながら

進めるべきではないかという御指摘を頂戴いたしました。こちらについては、無理な基準

を設定することがないよう、しっかりとデータを取りながら進めていければというふうに

考えてございます。 

 ２点目は、節水の部分の基準について、既に建築物省エネ法で設定しているものと重複

があるのではないかというところの御指摘でございました。こちらについては、節湯の観

点では、建築物省エネ法の中に、給湯設備という観点で評価がなされてございますけれど

も、節水という観点では、建築物省エネ法の中では評価されていない内容でございまして、

引き続きここに位置づける意味はあるのかなというふうに考えているところでございます。 

 続いて、○○オブザーバーから御指摘をいただいた１点目が、こちらも先ほどの○○委

員と同様、こういった取組を進めていく上では、しっかりと関係者の理解を高めた上で取

り組んでいく必要があるのではないか、その際には、丁寧にデータなども示しつつ取組を

進めるべきではないかという御指摘でございました。まさにそのとおりでございまして、

しっかりと取り組んでまいりたいと考えてございます。 

 また、もう一点、木造の推進に関して、もう少し地域材といったところについても、し

っかりと取組を加速していったらどうかという御指摘でございました。ここの低炭素建築

物認定につきましては、シンプルな設定にして、認定の事務が滞りないよう行われるとい

う観点がございますので、こういった形でさせていただいてございますが、先ほどと同様、

地域材につきましては、支援制度の中でしっかりと今後も取り組んでいければというふう

に考えてございますので、御理解を賜れればと思います。 

 続きまして、○○委員から御指摘をいただきました。１点目は、ＰＶ、太陽光パネルの

評価について、再生可能エネルギーは必ずしも太陽光パネルだけではないという御指摘を

頂戴いたしました。御指摘のとおりでございますので、御指摘をいただいた地中熱や、ま



-21- 

 

た、太陽熱なども含めまして、総合的な取組を、ＺＥＨ・ＺＥＢの動向なども踏まえなが

ら、取り組んでいければというふうに考えてございますし、また、木質バイオマスのＪＩ

Ｓの整備につきましても、関係省庁と協力しながらしっかりと取り組んでいきたいと考え

てございます。 

 ２点目は、集合住宅の取扱いについて、御意見をいただきました。外皮の部分について、

住戸評価には賛同いただけるということであったかと思います。 

 続いて、○○委員からの御指摘でございます。太陽光パネルの推進につきまして、特に

災害時の停電の対策といったようなところもきちんとＰＲをしていくべきではないかとい

う御指摘でございまして、そのとおりかと思いますので、しっかりとＰＲをしていきたい

と思います。 

 また、発電した電気が余ったときの出力抑制に関する御指摘、また、電気自動車を活用

すれば、車検というシステムの中で、うまく維持管理もなされていくのではないかという

御指摘がございました。こういった観点については、住宅・建築物単体というところでは

なくて、電力網全体の話かと思いますので、必要であれば、ＥＶの件も含めて、資源エネ

ルギー庁からコメントを頂戴できればと思います。 

 続いて、○○委員からは、こういった取組を進めていくに当たっては、建築物のメリッ

トの中でも、健康とか知的生産性とか、そういったウェルネスの便益のところについてし

っかりと紹介をしていくべきではないかという御指摘を頂戴いたしました。こちらについ

ては、１０月２９日に開催した建築環境部会の中で、そういったウェルネスといったとこ

ろをしっかりと御紹介させていただいてございますけれども、今後も引き続き、関係者の

理解を得るべく取り組んでいきたいというふうに考えてございます。 

 続いて、○○委員から御指摘がありました。こちらについては、一次エネルギー消費量

を１０％２０％削減するといっても、なかなか一般の消費者に分かりづらいので、もう少

し丁寧に、分かりやすく説明することが必要ではないかという点について御指摘がありま

した。しっかりとこういった点も取り組んでいきたいと考えてございます。 

 最後に、オブザーバーの○○様より御指摘を頂戴した点につきましては、１点目、この

誘導基準の段階の設定についてはこのとおりで構わないけれども、ゆくゆく２０３０年に

向けた義務化の議論の際には、用途ごとに丁寧に見て、レベル感をしっかりと決めていく

べきじゃないかということでございました。御指摘のとおりかと思いますので、そういっ

た動向もしっかりと捉えながら、検討していきたいと考えてございます。 
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 また、２点目は、先日の１０月２９日の建築環境部会でも御議論がございましたけれど

も、マンションについて、住戸間の、隣接する住戸との熱のやり取りについて、実態を十

分に反映できていない計算方法になっているのではないかというような御指摘がありまし

た。この点については、先般いただいた御指摘も踏まえて、しっかりと事務局で準備をさ

せていただいた上で、改めて御相談をさせていただければと考えてございます。 

 事務局からは以上でございます。 

【議長】  ありがとうございました。大変丁寧にまとめていただいて、こんなにきちん

としていただけると、すばらしいと思います。 

 先ほど○○委員から、途中で切れましたけれども、追加があれば、お願いしたいと思い

ます。いかがでしょうか。 

【鈴木委員】  集合住宅は、基本的には住戸評価という方向で行くべきだと思っており

ます。一次エネルギーの削減をかなり高いレベルにすれば外皮性能もおのずから高くない

とクリアできないでしょうが、いま議論しているワンランクアップというのはちょうど微

妙なところでして、住戸評価のほかに外皮性能に関する最低ラインに関する緩やかなルー

ルというのもあっていいのかなと思いますね。 

 一方で、今同時に検討されている建材のトップランナーのほうで、いわゆる下の部分を

カットしていけば、それ以上のものしか使えなくなっていくわけですから、全てが全て省

エネ基準で規定しなくてはならないわけでもない。過渡的には二重に規定していくやり方

しようがないと思いますけど、いずれそこのところを役割分担していくという思想もあっ

ていいのかなというふうに思います。 

 以上です。どうもありがとうございました。 

【議長】  ありがとうございます。 

 オブザーバーの○○様から手が挙がっておりますけれども、いかがでしょうか。 

【○○オブザーバー】  恐れ入ります。２点、簡潔に申し上げます。 

 １点目、今回の認定基準を引き上げていくという方向性については、賛同いたします。

一方で、いわゆるハードルを上げるということかと思いますけれども、一方で、現行で制

度運用されています認定低炭素住宅に係る所得税等の軽減といったような減税措置が運用

されておりますが、やはりハードルが上がる一方で、インセンティブを上げるといったよ

うなことも御検討いただければというふうに思ってございます。 

 ２点目でございます。○○委員からございました、電力システムの目線から蓄電池との
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系統連系に対する基準化といった御発言に関してでございます。蓄電池をはじめとした需

要側のリソースを活用するということで、アグリゲーターライセンスであったり、需給調

整市場であったり、様々な動きがあります。ぜひ今回の検討の中に蓄電池の活用方法につ

いて少し御検討いただければと、我々電気事業者としても受け止めているところでござい

ます。必要に応じて我々からも知恵を出させていただければと考えております。 

 ２点、以上でございます。 

【議長】  ありがとうございます。 

 ○○委員、手が挙がっておりますけど、追加で何かございますでしょうか。 

【○○委員】  すみません。短い質問です。ＥＶについて、住宅本体ではないというお

話で、それはそれで結構ですけれども、私の質問は、ＥＶから住宅に向かって電気を供給

するためには、それなりの、今の値段でいうと１００万前後の高機能な逆潮をする充電器

が必要になります。これは住宅本体とは関係なく議論すればいいという理解でよろしいと

いうことでしょうか。この質問です。 

【議長】  ○○委員からも手が挙がっていますが、少し短めでお願いできるとありがた

いです。 

【○○委員】  先ほどとちょっと違う視点を絡めてなんですが、建築本体の外皮性能、

特に気になるのですけど、整合という観点からは、逆に言いますと、ＺＥＢ基準とかＺＥ

Ｈ基準のほうに、特にＺＥＢ基準のほうに、ＢＰＩ、PAL*というのを設けるというか、元

に戻すというほうが、そういう意味での整合のほうが現実的なんじゃないかと思います。 

 ＺＥＢ基準と言われるのは、ＺＥＢ Ｏｒｉｅｎｔｅｄ相当ということで進めていると

すれば、それは例えば、国際的にそれで非難を受けることはないのでしょうかという点が

１つ。 

 もう一つは、実務的には、環境計画とか設備設計をやるメンバーと、実際に建築デザイ

ン、全体計画をして設計していくという、その両者とのインタラクションといいますか、

打合せしていっていいものを造っていくという意味でも、建築本体の省エネ性能というの

は外せなくなっておりますので、御検討をよろしくお願いいたします。 

【議長】  ありがとうございます。 

 もうお一方、○○オブザーバー、手が挙がっておりますけれども、お願いします。 

【○○オブザーバー】   

 今日のお話はおおむね大賛成の話が多かったですけど、○○委員もおっしゃっていまし
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たけど、これ、民間の人たちが、あるいはオーナーの人たちがどのようにこれを受け入れ

るかということを、何か積極的にアピールする必要があるのかなと。例えば、車ですと、

リッター何キロというような表現で、みんな自分の車の性能をはかることができますが、

例えば住宅だと、年間何ジュールだとか、そういういい指標が、みんなの身に分かりやす

い指標が普及してくると、自分ごとのようにこれが分かってくるのではないかということ

があります。その辺の何かお知恵を皆さんで考えていただくことはありがたいなと思って

います。 

 それから、２つ目は、どなたか委員の先生もおっしゃっていましたけど、太陽光発電「等」

というやつですが、日本の景観の中で、屋根にどうしてもＰＶを乗せられない地域、例え

ば、景観保存地区とかそういったところもありますし、様々な部分も多くあると思います

ね。ですから、光だけではなくて、水、それから木、具体的に言うと、ジオサーマル空調

だとか、それから、バイオマス発電だとか、そういうものも具体的にこの１から８の項目

の中に、なるべく多く適用する項目を付記していただけると、申請ごとになってきたとき

に問題が少なくなるのではないかなというふうに思っております。これは設計者としての

立場から御意見申し上げました。 

 以上です。 

【議長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、そろそろ予定の時間となりましたけれども、３省庁から何かコメント等ござ

いますでしょうか。 

【事務局】  経済産業省省エネルギー課長の○○でございます。○○委員、それから○

○委員から御指摘いただいた、ＥＶ、それからバッテリー、電力システムなどについて話

をさせていただきます。ＥＶについては、御指摘いただいたとおり家庭用の定置用の蓄電

池に比べて大容量で、値段もＥＶ本体のほうが安くなっているのかなと思います。 

 そのため、ＥＶの推進に向けて、住宅との連系が非常に大事な部分かなと思っておりま

して、Ｖ２Ｈ実証であるとか、ＶＰＰ、ＥＶＤＰ実証等を実施しているところでございま

す。 

 家庭用蓄電池については、例えば、くぎ刺しの試験や、圧壊試験、消防法における難燃

性といった、住宅に置くための基準がございます。 

 その一方で、電力システム全体でバッテリーをどのように考えるか、どのような機能を

求めるのかという点については、○○委員にも非常にお世話になっております、系統ワー
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キンググループ等において、検討していくというのはあるのかなというふうに考えており

ます。 

 逆潮の設備、Ｖ２Ｈについては、１００万円と高いわけでございますけども、補助金を

通じて価格低減を図るなど、今後とも取り組んでいきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

【議長】  ありがとうございます。 

 ほかの２省はよろしいですか。 

 国交省、どうぞ。 

【事務局】  新しい話題としていただきました点についてのみちょっとコメントさせて

いただきます。 

 ○○オブザーバーよりいただいた、こういった認定基準を引き上げて、低炭素建築物の

認定基準を引き上げていく中では、いろいろな税制上のメリットなどについても引き続き

ということを、上げることも含めて検討をというような御指摘をいただきましたけれども、

これについては、税制に限らず支援措置については引き続き必要な検討をしていきたいと

いうふうに考えてございます。 

 続いてもう一点、○○オブザーバーより頂戴いたしました、どういったような形で消費

者の方々に分かりやすく示していくのか。例えば、車であれば、リッター何キロといった

ような形でというのが御指摘ございました。こうした消費者に対する省エネ性能表示の在

り方につきましては、そういった在り方についても引き続き検討していきたいというふう

に考えてございます。 

 コメントは以上でございます。 

【議長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、これで建築物エネルギー消費性能基準等ワーキンググループ、建築物エネル

ギー消費性能基準等小委員会、住宅・建築物の脱炭素化に関する専門委員会の合同会議の

審議を終了することとさせていただきます。 

 ほかに事務局から連絡事項がありましたら、よろしくお願いします。 

【事務局】  次回の３省合同会議は、１１月２４日１０時からを予定しております。詳

細につきましては、委員の皆様に追って御連絡を差し上げます。 

 この後、直ちに２省合同会議を開催いたします。中央環境審議会の住宅・建築物の脱炭

素化に関する専門委員会の皆様につきましては、御退出をいただきます。総合資源エネル
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ギー調査会の建築物エネルギー消費性能基準等ワーキンググループ、社会資本整備審議会

の建築物エネルギー消費性能基準等小委員会の委員の皆様におかれましては、引き続き御

参加をいただきますようよろしくお願いいたします。 

 事務局からの連絡は以上です。 

【議長】  本日はお忙しい中、御審議いただきまして、ありがとうございました。以上

をもちまして、第６回の３省合同会議を終了させていただきたいと思います。 

 

―― 了 ―― 


